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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し、個人消費にも持ち直し

の動きがみられ、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動も和らぎつつあり、景気は、緩や

かな回復基調が続きました。しかしながら、海外景気の下振れが、引き続きわが国の景気を下押

しするリスクとなっており、なお予断を許さない状況であります。

この間、当建設業界におきましては、公共投資が堅調に推移するなか、住宅建設は消費税率引

き上げに伴う駆け込み需要の反動で減少し、当面この傾向は続くと見込まれています。また、建

設労働者の需給状況の逼迫による労務費の上昇や資材価格の高止まりについては、引き続き注視

が必要な状況が続いております。

このような経営環境のもと、当社グループは、外部環境に左右されない安定的な経営基盤の構

築に向けて、平成26年度から、新たに策定した中期経営計画「ＡＣＨＩＥＶＥ ＤＡＩＳＵＥ

８０ｔｈ」を全社一丸となって取り組んでまいりました。

当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高は13,620百万円（前年同期比

45.5％増）、売上高は12,056百万円（前年同期比11.8％増）、営業利益は351百万円（前年同期は

47百万円の営業損失）、経常利益は309百万円（前年同期は62百万円の経常損失）、四半期純利益

は287百万円（前年同期は70百万円の四半期純損失）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、「現金預金」が増加したものの、「受取手形・完成

工事未収入金等」が減少したことなどにより、前連結会計年度末比1,241百万円減の34,969百万円

となりました。

負債合計は、「支払手形・工事未払金等」が減少したことなどにより、前連結会計年度末比

1,626百万円減の30,216百万円となりました。

純資産合計は、四半期純利益287百万円を計上したことなどにより、前連結会計年度末比385百

万円増の4,752百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

第２四半期連結累計期間の業績予想につきましては、平成26年５月９日に公表いたしました業

績予想を修正いたしました。詳細は、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照

ください。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文

及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用

し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間につい

て従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間

及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしまし

た。

これに伴う当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金及び当第１四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,739 7,217

受取手形・完成工事未収入金等 20,170 19,264

電子記録債権 2,161 1,144

販売用不動産 1,286 1,086

未成工事支出金 462 641

その他 486 630

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 31,307 29,984

固定資産

有形固定資産

土地 1,749 1,749

その他（純額） 1,313 1,299

有形固定資産合計 3,062 3,048

無形固定資産 56 63

投資その他の資産

投資有価証券 1,414 1,501

その他 409 408

貸倒引当金 △39 △38

投資その他の資産合計 1,784 1,872

固定資産合計 4,903 4,984

資産合計 36,210 34,969

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 12,185 10,994

短期借入金 13,255 13,950

未払法人税等 158 48

未成工事受入金 2,561 1,681

完成工事補償引当金 216 242

賞与引当金 65 113

工事損失引当金 54 18

その他 1,077 899

流動負債合計 29,573 27,949

固定負債

繰延税金負債 52 81

退職給付に係る負債 2,144 2,109

環境対策引当金 52 52

その他 20 23

固定負債合計 2,269 2,266

負債合計 31,843 30,216
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,307 5,307

利益剰余金 △587 △299

自己株式 △127 △127

株主資本合計 4,592 4,879

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 97 153

退職給付に係る調整累計額 △323 △279

その他の包括利益累計額合計 △225 △126

純資産合計 4,367 4,752

負債純資産合計 36,210 34,969
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

売上高

完成工事高 10,581 11,620

不動産事業等売上高 198 435

売上高合計 10,779 12,056

売上原価

完成工事原価 10,107 10,784

不動産事業等売上原価 152 369

売上原価合計 10,259 11,153

売上総利益

完成工事総利益 473 835

不動産事業等総利益 46 66

売上総利益合計 520 902

販売費及び一般管理費 567 550

営業利益又は営業損失（△） △47 351

営業外収益

受取利息 8 6

受取配当金 12 14

その他 5 3

営業外収益合計 26 24

営業外費用

支払利息 25 41

その他 16 24

営業外費用合計 42 66

経常利益又は経常損失（△） △62 309

特別損失

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△62 309

法人税、住民税及び事業税 7 23

法人税等調整額 △0 △1

法人税等合計 7 22

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△70 287

四半期純利益又は四半期純損失（△） △70 287
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△70 287

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5 55

退職給付に係る調整額 － 43

その他の包括利益合計 5 98

四半期包括利益 △65 386

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △65 386
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

１．資本金の額の減少並びに剰余金の処分

当社は、平成26年３月７日開催の取締役会において、平成26年６月27日開催の第68回定時

株主総会に資本金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、同株主総

会で承認可決され、平成26年８月１日でその効力が発生しております。

（１）資本金の額の減少並びに剰余金の処分の目的

繰越欠損金を一掃することで配当体制を整え、早期の復配を目指すものです。

（２）資本金の額の減少について

①減少する資本の額

資本金の額5,307,112,500円を982,615,263円減少して4,324,497,237円としました。

②資本金の額の減少の方法

発行済株式総数を変更せず、当社貸借対照表における資本の勘定の振替により行いま

した。

③剰余金処分について

イ．減少する剰余金の項目及び金額

その他資本剰余金 982,615,263円

ロ．増加する剰余金の項目及び金額

繰越利益剰余金 982,615,263円

ハ．剰余金処分の方法

会社法第452条の規定に基づき、上記振り替え後のその他資本剰余金をさらに繰越

利益剰余金に振り替えを行いました。

２．株式併合並びに単元株式数の変更等について

当社は、平成26年３月７日開催の取締役会において、平成26年６月27日開催の第68回定時

株主総会に、株式併合および定款一部変更（単元株式数、発行可能株式総数）について付議

することを決議し、同株主総会で承認可決され、平成26年８月１日でその効力が発生してお

ります。

（１）株式併合、単元株式数の変更の目的

当社は平成８年６月の配当を最後に無配の状態が続いているほか、企業規模に比べ発行

済株式総数が多いという課題も抱えております。平成26年度を初年度とする新中期経営計

画「ＡＣＨＩＥＶＥ ＤＡＩＳＵＥ ８０ｔｈ」に沿って内部留保の蓄積を行い財務基盤

強化に努めるとともに、株式併合による発行済株式総数の適正化を図り、将来の復配に向

けた環境を整えます。この株式併合により、株式を売買する機会や株主様の権利行使に変

動が生じないよう、単元株式数を現在の1,000株から100株に変更します。これは、全国証

券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に沿ったものとなります。

（２）株式併合の内容

①併合する株式の種類

普通株式

②併合の方法

平成26年７月31日の最終株主名簿に記載された株主様の所有株式数を基準に、平成26

年８月１日をもって、10株につき、１株の割合で併合しました。

③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成26年３月31日） 106,142,250株

株式併合により減少する株式数 95,528,025株

株式併合後の発行済株式総数 10,614,225株
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４.補足情報

（１）個別受注実績

受注高

平成27年３月期第１四半期累計期間 13,466 百万円 47.1 ％

平成26年３月期第１四半期累計期間 9,157 1.3

（注）％表示は、前年同四半期比増減率

（参考）受注実績内訳 （単位：百万円）

区 分
前第１四半期累計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

比較増減 増減率

建

設

事

業

建

築

官公庁 11 （ 0.1 ％） 399 （ 3.0 ％） 388 - ％

民 間 9,145 （ 99.9 ） 13,067 （ 97.0 ） 3,921 42.9

計 9,157 （ 100.0 ） 13,466 （ 100.0 ） 4,309 47.1

土

木

官公庁 - （ - ） - （ - ） - -

民 間 - （ - ） - （ - ） - -

計 - （ - ） - （ - ） - -

合

計

官公庁 11 （ 0.1 ） 399 （ 3.0 ） 388 -

民 間 9,145 （ 99.9 ） 13,067 （ 97.0 ） 3,921 42.9

計 9,157 （ 100.0 ） 13,466 （ 100.0 ） 4,309 47.1

（注）（ ）内の％表示は、構成比率

（２）個別受注予想

受注高

平成27年３月期予想 47,000 百万円 △18.9 ％

平成26年３月期実績 57,930 29.8

（注）％表示は、前年同期比増減率

[個別受注実績及び個別受注予想に関する定性的情報等]

当第１四半期累計期間の個別受注実績につきましては、前年同四半期比47.1％増の13,466百万円と

なりました。通期の個別受注予想については現時点で特に変更はありません。
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